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The purpose of this paper is to take a general view of the effect

of human capital on the labor productivity in Japan. To do so, we

survey previous empirical research for the effect of human capital on

the labor productivity in Japan. In the view of production function, the

problem is whether human capital has an effect on the productivity as

the factor of production or through the R&D and TFP. Particularly,

we survey the effectiveness of tertiary education and adult education on

the labor productivity. Moreover, we give the new point of view about

the relationship the education of mathematics or science and the labor

productivity.
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はじめに
わが国の時間当たり労働生産性は、OECD36ヵ国中 20位と低い水準にあ

るあり、アメリカの労働生産性に比べると 1980年以降約 60～65%の水準で推

移している1)。このように、わが国の労働生産性は決して高くなく、この原因

を探るべく、2000年代に入って経済産業研究所を中心に精力的に研究が蓄積

されてきた。村田（2018）では、これら先行研究の成果を生産関数に基づいて

1) OECD Stat. のデータによる。
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整理し、わが国の労働生産性低迷の要因として、中小企業やサービス産業での
資本装備率の低さ、および無形資産への投資の低下が TFPの低下につながっ
ていることを明らかにした。産業自体の構造的要因もあり、中小企業やサービ
ス産業での資本装備率の上昇が難しいこと、また、無形資産に関しては、特に、
企業特殊的人的資本や組織改編等への投資が少なく ICT投資が TFP成長率
の向上に繋がっていないことが明らかとなった。
村田（2018）では、人的資本を組み込まない生産関数を前提にサーベイを

行っている。しかしながら、近年、内生的経済成長論において人的資本の重要
性が強調され、他方、わが国においても高等教育や企業の人材育成と労働生産
性との関係に注目した研究が蓄積されてきている。本稿では、人的資本を考慮
した生産関数を前提に、2000年代に入って蓄積されてきたわが国に関する先
行研究を概観し、労働生産性と人的資本の関係をサーベイする。その際、わが
国のデータだけでなく、OECD諸国のデータを用いて人的資本と労働生産性
の関係についても言及する。
本稿の構成は以下の通りである。まず第 1節では、生産関数における人的

資本の役割を理論的に整理する。第 2節では、わが国の高等教育と労働生産性
の関係を論じた先行研究をサーベイし、第 3節では、人的資本のもう一つの側
面である社会人の人材育成に関する先行研究をサーベイする。第 4節では、理
数教育と労働生産性の関係について、研究開発と TFPの観点から新たな視点
を提供したい。

1. 人的資本と労働生産性
本節では、わが国の労働生産性の推移と村田（2018）における分析結果につ

いて概観し、生産関数における人的資本の位置づけについて考察する2)。その
際、人的資本と労働生産性の関係において、生産要素としての役割が重要なの
か、あるいは、技術進歩に対する役割が重要なのかという観点から人的資本を
考察する3)。
2) 人的資本を考慮していない村田（2018）においては、労働生産性に影響があるのは技術進歩（全

要素生産性）という結果を得ている。
3) 人的資本と経済成長の関係については膨大な研究成果が蓄積されているが、本稿では、それらの

先行研究をも踏まえ、生産関数における人的資本の位置づけを整理する。
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(1) わが国の労働生産性の推移と国際比較
まず、わが国の時間当たりの労働生産性の伸び率の推移を見たのが第 1図

である4)。この図からもわかるように、2000年以降の労働生産性の平均伸び

率は約 1%と低迷している5)。

第 1 図　わが国の労働生産性成長率の推移
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出典：日本生産性本部 生産性データベースより筆者が作成　

さらに、わが国の労働生産性の水準が他国と比較してどのような位置にある

のかを見るために、2017年のデータで OECD諸国の労働生産性を比較したの

が第 2図である。この図からわかるように、OECD36ヵ国中 20位というの

が、2017年の日本の労働生産性の水準である6)。

4) 労働者一人当たりの労働生産性もほぼ同様の動きをしている。本稿では、労働生産性をより精確
に捉えると考えられる時間当たりの労働生産性を指標とする。

5) 精確には 1.06%である。また、バブル崩壊後の平均伸び率は 1.38%となっている。
6) 2016 年は 21 位であった。
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第 2 図　時間当たり労働生産性の国際比較（2017 年）
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

出典：OECD Stat. より筆者が作成　

(2) TFPと資本装備率
人的資本を考慮しない場合、コッブ=ダグラス型生産関数は以下のように表

される。

Y = AKαL1−α (1)

ここで、Y は GDP、あるいは生産量、Aは TFP（全要素生産性）、K は資本

ストック、Lは労働投入量である7)。ここで、両辺を Lで割ると、時間当たり

の労働生産性

Y/L = A(K/L)α (2)

が求まる。これより、労働生産性は、TFPと資本装備率（K/L）の関数とな

り、労働生産性を引き上げるためには、TFPか資本装備率の上昇が必要であ

ることがわかる。さらに、上式を時間で微分し整理すると

∆(Y/L)/(Y/L) = ∆A/A + α∆(K/L)/(K/L) (3)

7) 労働投入量 L は 人数 × 時間 で測られている。
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となり、労働生産性の上昇には TFPの上昇か資本の深化（資本装備率の上昇）

が必要となる。さらに、先行研究から TFPの上昇には無形資産投資が必要で

あることがわかっており、資本装備率要因や TFPに関わる無形資産の分類を

考慮して、労働生産性の規定要因をまとめると第 3図のようになる8)。

第 3 図　労働生産性の規定要因

中小企業

資本装備率

サービス産業（非製造業）

 労働生産性
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TFP 無形資産 革新的資産 

経済的競争力

ただし、無形資産については、Corrado, Hulten and Sichel（2009）の分類

に従い、以下のように定義する9)。

①　情報化資産（computerized information）：ソフトウェア、データベース

等の ICT投資

②　革新的資産（innovative property）　 ：研究開発、資源開発、著作権、

ライセンス契約等への投資

③　経済的競争力（economic competencies）：ブランド資産、企業特殊的人

的資本、組織改編等への投資

これらの規定要因から、村田（2018）においては、個々の産業の課題や構造

的な要因のため、中小企業やサービス産業の資本装備率を上昇させて労働生産

8) 詳しくは、村田（2018）を参照のこと。
9) 以下の日本語訳は、宮川・枝村・尾崎・金・滝澤・外木・原田（2015、p.3）に従っている。宮

川・滝澤・金（2010、p.8）では computerized information を「コンピュータ化された情報」
と訳されている。

— 109 —



経済学論究第 73 巻第 3 号

性の向上を図ることは難しく、他方、TFP成長率を高めるためには企業特殊

的人的資本や組織改編等の無形資産への投資が必要であると考察されている。

(3) 生産要素としての人的資本
次に、人的資本が生産要素として組み込まれた場合の生産関数について考え

よう。Lucas R.（1988）、Mankiew, Romer and Weil（1992）のモデルのよ

うに、人的資本が生産要素として組み込まれている場合、コッブ=ダグラス型

生産関数は以下のように表される10)。

Y = AKαHβL1−α−β (4)

ここで、Y は GDP、あるいは生産量、Aは TFP、K は物的資本ストック、H

は人的資本ストック、Lは労働投入量である11)。ここで、両辺を Lで割ると、

時間当たりの労働生産性は

Y/L = A(K/L)α(H/L)β (5)

と求まる。これより、労働生産性は TFP、資本装備率（K/L）、一人当たり

人的資本ストック（H/L）の関数となり、労働生産性を引き上げるためには、

TFP、資本装備率、一人当たり人的資本ストックのいずれかを上げなければな

らない。さらに、上式を時間で微分し整理すると

∆(Y/L)/(Y/L) = ∆A/A + α∆(K/L)/(K/L) + β∆(H/L)/(H/L)

(6)

となり、労働生産性の上昇には TFPの上昇、資本の深化（資本装備率の上昇）

か人的資本蓄積が必要となる。

(4) 技術進歩（全要素生産性）と人的資本
次に、Romer（1990）、Benhabib and Spiegel（1994）に代表されるよう

に12)、人的資本が新たな技術を開発するイノベーションや技術フロンティア

10) (4) 式では規模に関する収穫一定を仮定している。
11) 労働投入量 L は 人数 × 時間 で測られている。
12) 人的資本と技術進歩の関係を最初に定式化したのは Nelson and Phelps（1966）である。
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のイミテーションを促進するといった側面を強調する場合13)、人的資本は全

要素生産性の伸び率に影響を与え、生産関数は以下のように表される14)。

Y = AKαL1−α (7)

∆A/A = λH/L (8)

さらに、(7)(8)式から

　∆(Y/L)/(Y/L）= λH/L + α∆(K/L)/(K/L) (9)

となり、Krueger and Lindahl（2001）等が述べているように、労働生産性成

長率は人的資本ストックの水準に依存することになる15)。このように、人的

資本が生産要素として機能するか、あるいは技術進歩に寄与するかによって、

労働生産性の成長率に人的資本ストック成長率が影響を与えるのか、人的資本

ストック水準が効果を持つのか定式化が別れることになる。

以上の考察を前提に、以下では、高等教育、社会人の人材育成、理数教育と

研究開発の観点から、人的資本と労働生産性の関係について、わが国に関する

先行研究をサーベイする16)。

2. 高等教育と労働生産性
本節では、高等教育と労働生産性の関係について、大学教育、大学院教育、

高等教育への政府支出の 3つの観点から先行研究の成果をサーベイする。

13) いわゆる内生的成長モデルを意味している。
14) (8) 式では、Ha and Howitt（2007）、Madsen（2008）、Ang and Madsen（2011）等の

実証研究の成果に従って、second -generation R&D-based endogenous growth model、
中でも、Schumpeterian model の定式化を用いている。この定式化以外には、同じく、second-

generation model である Jones（1995）等の semi-endogenous modelや first-generation

である Romer（1990）等の定式化がある。
15) 人的資本の生産要素としての役割が強調される場合、(6) 式からわかるように、労働生産性の成

長率は人的資本ストックの成長率に依存する。
16) わが国の人的資本と労働生産性の関係についての研究は少ないので、本稿では、可能な限り網羅

的に先行研究を紹介したい。
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(1) 大学教育と労働生産性
ここでは、大学（学部）教育による人的資本蓄積と労働生産性等との関係に

ついて先行研究を見ていこう。
小西（2003）は、(10)式のようなコッブ=ダグラス型生産関数

Y = AKαHβLγ (10)

を前提に成長会計モデルを推計し、(11)式のような結果を得ている17)。

∆Y/Y = −0.109

(−0.18)

　

+

(3.78)

　

0.199∆K/K +

(8.06)

　

0.633∆L/L +

(4.84)

　

0.620∆H/H (11)

R2 = 0.681

また、H の指標としては大学等修了者比率（対人口）が採用されており、上式
から、大学等修了者比率が 1%増えると経済成長が約 0.6%上昇することがわ
かる18)。また、α + β + γ の値は 1を超えており、規模に関して収穫逓増の効
果が見出されている。
次に、根本（2013）においては、(12)式のような労働の質を考慮した労働

力指標を構築し、コッブ=ダグラス型生産関数が推計されている。

L = w1L1 + w2L2 + w3L3 + w4L4 (12)

ただし、L1 は中学卒、L2 は高校卒、L3 は短大・高専卒、L4 は大学・大学院
卒の労働者の数を表しており、wi はそれぞれのウェイトであり、ウェイトと
して賃金と就学年数の二通りが用いられている。1980～2009年の年次データ
を用いて、賃金をウェイトとして採用した場合の推計結果は

log(GDP ) = −37.1

(−6.51)

　

+

(8.86)

　

0.0172 × Year+

(4.92)

　

0.188 × log K+

(4.09)

　

0.855 × log L (13)

R2 = 0.997 DW = 1.29

17) 小西（2003、表 2）を参照のこと。また、係数の下の括弧内の数値は t 値であり、推計方法は
最小絶対偏差法が採用されている。

18) 小西（2003）以前に、高等教育と経済成長の関係を分析したものとしては、中里（1999）、Shioji

（2001）がある。中里（1999）では大学修了者比率は経済成長率に対して有意にマイナスとの
結論なっている。ただし、中里（1999）では、人的資本よりも公共投資と経済成長の関係に分
析の焦点が当てられている。また、Shioji（2001）でも人的資本と経済成長の間には有意な正
の関係は見出されていない。
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であり、就学年数をウェイトとした場合の推計結果は以下のようになってい

る19)。

log(GDP ) = −33.8

(−6.15)

　

+

(8.77)

　

0.0150 × Year +

(4.54)

　

0.188 × log K+

(3.60)

　

0.902 × log L (14)

R2 = 0.997 DW = 1.47

この推計結果を基に、根本（2013）は、就業者の学歴構成を 2000年実績に固定

した場合の 2009年の仮想的な GDPを求め、その値と実際の 2009年の GDP

とを比べ、2000年以降大学進学率が上昇しなかったと想定した場合、実質GDP

は 2009年で 3.02%低下していたと結論付けている20)。

また、赤井・末富・妹尾・永田（2014）は、小西（2003）と同じ (10)式の

コッブ=ダグラス型生産関数を用いて、人的資本の指標として大学等修了者比

率（対就業者）を採用し、1990～2000年のデータを用いて (15)式のような推

計結果を得ている21)。

∆Y/Y = −0.0124

(−1.98)

　

+

(2.04)

　

0.3221 × ∆K/K−0.0244

(−0.13)

　

× ∆L/L+

(2.84)

　

0.4542 × ∆H/H

R2 = 0.173

(15)

この推計結果から、労働力が有意でないこと、および人的資本の係数が有意に

プラスであることから、1990～2000年においては労働力の量的変化よりも質

的変化の方が経済成長にとって重要な要因であったと結論付けている。

生産関数の推計ではないが、内閣府政策統括官室（2007）では、2002年の

データを用いて都道府県別の労働生産性と高等教育修了者比率（対就業者）の

関係を回帰分析によって推計し、

19) ただし、資本ストック K は稼働率、労働力指標 L は労働時間で調整されている。
20) また、GDP 成長率は 2000～2009 年の間、平均約 0.3%ポイント低下することが明らかにさ

れている。
21) (15) 式の推計結果は労働 L に対する係数の値はマイナスで有意でないなど良好な結果とは言

えない。人的資本の他の指標等に関しては、赤井・末富・妹尾・永田（2014、図表 3-2）を参照
のこと。
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労働生産性 =

(9.1)

　

4.4277 +

(6.6)

　

0.0986 ×高等教育修了者比率 R2 = 0.490 (16)

という結果を得ている22)。これより、高等教育修了者比率が 1%上昇すると労

働生産性は 9.86万円/人 増加することが示されている23)。

これまで、高等教育と労働生産性、あるいは経済成長率等との関係について、

わが国に関する数少ない先行研究を見てきたが、その多くが人的資本の指標と

して、高等教育（大学等）修了者人口比率を用いている。この指標の特徴は、

その時点での高等教育を受けた労働者の比率を表すストック変数であるため、

経済成長から人的資本蓄積という逆の因果関係が排除されている点にある24)。

ここで、高等教育を修了した場合の能力を hT、高等教育修了者数を LT と

すると、高等教育修了レベルの人的資本ストック H は

H = hT LT (17)

で示される。(17)式を (4)式に代入して整理すると、

(Y/L) = A(K/L)αhT β (LT /L)β (18)

を得、労働生産性（Y/L）が高等教育修了者比率（LT /L）に依存することが

わかる。この関係について、わが国の労働生産性と高等教育修了者比率（対人

口）のデータを用いて図示したのが第 4図である25)。

この図からもわかるように、わが国の労働生産性と高等教育修了者比率の間

22) 労働生産性は 100 万円/人、高等教育修了者比率は%で示されている。また、係数の下の括弧
内の数値は t 値である。

23) これら以外に、森川（2017）においては、企業レベルのデータを用いて TFP と従業員の大学
卒業比率の間にはプラスの関係があり、大学卒業比率が 1%高いと TFP が 0.18%高いとの結
果を導いている。

24) 人的資本の水準を代理指標としているので、生産関数 (10) 式ではなく、(7)(8) 式から導かれ
る次式を推計することも可能である。
　　 ∆Y/Y = λH/L + α∆K/K + (1 − α)∆/L/L

また、上式を推計することは、人的資本が全要素生産性に影響を与える内生的成長モデルを推計
することを意味している。

25) 第 4 図は 1997 年～2017 年のデータを用いて描かれており、内閣府政策統括官室（2007、第
2-3-3 図）と同様の関係を示している。
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第 4 図　わが国の高等教育修了者比率と労働生産性
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には正の相関関係が存在する26)。さらに、両辺の対数を取り、OLSで推計し

た結果が (19)式である27)。

log(労働生産性) =

(33.4)

　

0.897 +

(25.5)

　

0.424 × log(高等教育修了者比率) (19)

R2 = 0.970

同様に、高等教育修了者比率（対人口）と労働生産性の関係を OECD加盟国

の 2017年のデータを用いて表したのが第 5図であり、この関係を OLSで推

計したのが (20)式である28)。

26) 相関係数は 0.982 と極めて 1 に近い値となっている。
27) 本来は生産関数 (18) 式を推計すべきであるが、本稿では高等教育修了者比率と労働生産性の関

係に関心があるので、(19) 式のような推計を行っている。また、係数の下の括弧内の数値は t

値である。
28) OECD 加盟 27 ヵ国のデータに基づいている。また、(20) 式の係数の下の括弧内の数値は t

値である。
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第 5 図　高等教育修了者比率と労働生産性

10

20

30

40

50

60

70

80

15 20 25 30 35 40 45 50 55

U

S

出典：OECD Stat. より筆者が作成　

log(労働生産性) =

(2.10)

　

0.569 +

(4.00)

　

0.705 × log(高等教育修了者比率) (20)

R2 = 0.367

このように、高等教育修了者比率と労働生産性の間には正の相関関係があるこ
とがわかる。

(2) 大学院教育と労働生産性
次に、大学院教育が労働生産性の対価である賃金に与える影響について見て

いこう。
大谷・梅﨑・松繁（2003）は、ある国立大学の工学部学生の学士卒、修士卒、

博士卒の賃金比較を用いて、仕事競争モデル、人的資本理論、シグナリング理
論のどれが現実妥当性を持っているかを検証し、その過程で修士卒の賃金上昇
率は学士卒に比べて大きいことを検証している29)。また、大谷（2004）は理
29) さらに、仕事競争モデル、人的資本理論、シグナリング理論の三つの理論の中では仕事競争モデ

ルの現実妥当性が高いと結論付けている。
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系大学院卒の年収が学部卒に比べて年齢とともに大きくなることを明らかにし

ている30)。

平尾・梅﨑・松繁（2007）は人事アンケートに基づき、全体の約 30%の企業

で修士卒の方が学部卒よりも賃金カーブの傾きが急であると分析している31)。

さらに、平尾・梅﨑・松繁（2011）は 1998年と 2009年のデータを比較して、

大学院卒の処遇プレミアムは 2009年の方が低下しており、特に、文系におい

ては学部卒と大学院卒の代替関係が顕著であることを明らかにしている。

森川（2011）は、(21)式のような賃金関数を推計し、大学院の賃金プレミ

アムは約 20%であり、女性の賃金プレミアムは男性もよりも大きく、また、男

性の自営業者の賃金プレミアムが非常に大きいなどの結果を得ている。

log賃金 = β0 + β1女性ダミー+ β2年齢構成ダミー

+β3教育水準ダミー+ β4雇用態ダミー (21)

また、森川（2013）では「就業構造基本調査」の個票データを用いて、学部卒

に対して大学院卒の賃金プレミアムは約 30%との結果を得ている32)。同様の

分析は、Morikawa（2015）においてもなされており、大学院卒の賃金プレミ

アムは男性 41.6%、女性 38.8%と推計されている33)。

また、Suga（2017）においては、(22)式のような賃金関数を推計し賃金プ

レミアムを求めている。

log賃金 = α + β大学院ダミー+ γ1年経験年数

+γ1(経験年数)2 + ξコントロール変数+ ε (22)

その上で、学部時代の専攻や大学の設置母体などの自己選択バイアスを考慮し

30) この他、冨田（1995）も理系大学院の学歴効果を検証している。
31) 逆に、村澤（2005）では、大学院進学の賃金や収入に対する効果はないと結論付けられている。
32) さらに、森川正之（2013）では、大学院の内部収益率も求めており、男性約 16%、女性約 13%と

なっている。大学院修士の内部収益率に関しては、柿澤・平尾・松繁・山崎・乾（2014）におい
ても、男性 11.4%、女性 10.1%と推計されている。

33) Morikawa（2015、TABLE7）参照のこと。また、大学院教育の内部収益率についても、低く
見積もっても男性 15.7%、女性 13.1%と推計されている。
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ても34)、大学院卒の賃金プレミアムは男性 24.9%、女性 23.6%との結果を得

ている。

下山・村田（2019）では、上のような先行研究を踏まえ (23)式のような賃

金関数を産業別に推計している35)。

log賃金 = β0 + β1大学院ダミー+ β2経験年数+ β3(経験年数)2

+β4男性ダミー+ β4年ダミー+ ε (23)

その結果、大学院卒の賃金プレミアムは平均で 29.5%であり、産業別に見ると、

教育・学習支援 24.5%、製造業 27.7%、サービス業 28.2%、医療・福祉 42.7%、

情報通信 19.6%、公務 4.7%、卸売・小売業 37.2%、建設業 28.4%、電気・ガ

ス等 25.9%との結果を得ている36)。

これまで見てきた先行研究はすべて大学院卒の賃金プレミアムや賃金上昇率

を求めたものであり、労働生産性への効果を直接的に計測したものではない。

今後、データが蓄積されるにしたがって、前項での分析のように、大学院修了

者比率と労働生産性（経済成長率）の関係を推計することが望ましいと考えら

れる。

最後に、OECDのデータを用いて、大学院卒の中でも博士課程修了者比率

と労働生産性の関係を見てみよう。これを図示したのが第 6図である37)。

さらに、この関係を OLSで推計したのが (24)式である38)。

時間当たり労働生産性 =

(5.14)

　

26.21 +

(2.54)

　

11.81 ×博士課程修了者比率 (24)

R2 = 0.433

34) 例えば、国立大学理系学部卒は大学院に進学する傾向が高いなどの自己選択バイアスが考えられ
る。

35) 下山・村田（2019）では、この他、職種別の賃金プレミアムも推計されている。
36) 医療・福祉が高いのは開業医が含まれているからであり、また、公務が低いのは年功序列賃金制

度によって俸給が確定していることによると考えられる。
37) OECD 加盟 27 ヵ国のデータに基づいている。
38) 係数の下の括弧内の数値は t 値である。
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第 6 図　博士課程修了者比率と労働生産性
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(3) 政府教育支出と労働生産性
以下では、初等・中等教育、高等教育への政府支出が労働生産性に与える効

果について見ていこう。

福田・神谷・外谷（1995）においては、(25)式のような Barroタイプの回

帰分析が行われている39)。

log(∆y/y) = α1 log(y0) + α2Dummy × log(y0) + β log(INV )

+γ log(GN) + ε1GE + ε2Dummy × GE (25)

ここで、∆y/y は一人当たり GDP成長率、y0 は GDPの初期水準、Dummy

は東アジアダミー、INV は投資比率、GN は人口成長率+技術進歩率+資本

減耗率、GE は GDPに占める政府教育支出の割合である。推計結果から、初

39) Barro タイプの回帰分析とは、一人当たり GDP 成長率の対数値を初期時点の一人当たり GDP

水準の対数値、投資比率（GDP に占める投資の割合）の対数値などに回帰させる分析を指して
いる。
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等・中等教育への政府教育支出は、東アジア諸国の経済成長に対して大きな役

割を果たしたことが明らかにされている40)。

次に、OECD諸国のデータから、2015年の一人当たりの高等教育の公的支

出と労働生産性の関係を図示したのが第 7図である41)。

第 7 図　一人当たり公的高等教育支出と労働生産性
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さらに、一人当たりの公的高等教育支出と労働生産性の関係を OLSで推計

すると (26)式が得られる42)。

40) 高等教育への政府支出の効果を分析した他の先行研究としては外谷（1995）が挙げられる。た
だし、外谷（1995）はシグナリング理論を前提に政府支出と経済成長の関係を分析し、政府支
出の増加は経済成長にマイナスの効果をもたらすと結論付けている。

41) OECD 加盟 30 ヵ国のデータに基づいており、両者の相関係数は 0.760 と極めて高い値になっ
ている。また、2012 年のデータでも同じ結果が得られている。これに関しては、村田（2016、
図 4）を参照されたい。

42) ただし、係数の下の括弧内の数値は t 値である。
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労働生産性 =

(1.45)

　

12.85 +

(2.46)

　

0.00111 ×（一人当たりの公的高等教育支出)

−
(−1.23)

　

(6.2E − 09)(一人当たりの公的高等教育支出)2 (26)

R2 = 0.571

　村田（2016）においては、この高等教育への公的支出と労働生産性の関係を

家計の主体均衡から理論的に導いている。村田（2016）では生産関数と人的資

本形成を（27)(28）のように仮定している。

Y = A(HL)α、0 < α < 1 (27)

H = H(e) = h1e
β + h0、h1 > 0、h0 > 0 (28)

ただし、Y は GDP、Aは技術進歩率、H は一人当たりの人的資本形成、Lは

雇用量を表し、一人当たりの人的資本形成H は高等教育水準 eの増加関数と

考えられている。さらに、小林（2005）による「無理する家計」を前提に43)、

家計は予算の許す限り子供に高等教育を最大限享受させようとしていると仮定

し、高等教育への一人当たり公的支出 g を考慮した家計の行動を (29)式のよ

うに定式化している。

Max e

Subject to w(e) − w0 − (θe − g) = 0 (29)

このような家計の行動を前提として、第 7図のような、労働生産性と高等教育

への一人当たり公的支出の関係が理論的に導かれている。

第 7図や村田（2016）では、一人当たりの高等教育への公的支出と労働生

産性の関係が分析されているが、高等教育による人的資本蓄積は公的教育支

出だけでなく、私的教育支出も大きく寄与していると考えられる44)。さらに、

人口で除した一人当たり高等教育支出よりも学生数で除した学生一人当たり高

等教育支出の方が、人的資本蓄積のへの支出としては適しているとも考えられ

る。そこで、公的支出と私的支出を合わせた高等教育支出を学生数で除した学

43) 小林（2005）においては、低所得層ほど家計負担度（＝家庭給付／家計所得）が高くなってい
ることが指摘され、「無理する家計」の存在が浮き彫りにされている。

44) 例えば、わが国の大学生の約 8 割が私立大学で学んでいることからも理解できよう。

— 121 —



経済学論究第 73 巻第 3 号

生一人当たり高等教育支出について、労働生産性との関係を見たのが第 8図で

ある45)。

第 8 図　学生一人当たり高等教育支出と労働生産性

0

10

20

30

40

50

60

70

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000 35000

U
S

US

出典：OECD Stat. より筆者が作成　

両者の関係を OLSで推計した結果が (30)式である46)。

労働生産性 =

(0.56)

　

4.951 +

(3.21)

　

0.003661 ×（学生一人当たり高等教育支出)

−
(−1.76)

　

(5.9E − 08)(学生一人当たり高等教育支出)2 (30)

R2 = 0.620

3. 社会人の人材育成と労働生産性
本節では、大学卒業後の人的資本形成である社会人の人材育成と賃金、労働

生産性との関係について、企業の教育訓練、リカレント教育の観点からわが国

45) OECD 加盟 30 ヵ国の 2015 年のデータに基づいて描かれている。
46) 係数の下の括弧内の数値は t 値である。また、両者の相関係数は 0.779 と極めて高い値になっ

ている。
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に関する先行研究をサーベイする。

(1) 企業の教育訓練と労働生産性
樋口・戸田（2005）は、近年の日本企業における教育訓練の特徴と役割をい

くつかの観点から分析し、企業による教育訓練が賃金上昇に与える影響につい

て、(31)式で示されるモデルを推計している。

∆log(wi,t+1) = β∆xi,t+1 + γDi,t + ∆ui,t (31)

ただし、∆log(wi,t+1)は賃金上昇率、xi,t+1 は賃金率の説明変数、Di,t は教

育訓練ダミー、ui,t は誤差項である。推計結果によると、1990年代前半まで

は教育訓練によって賃金上昇率が高まることはなかったが、1990年代後半か

ら 2001年にかけては教育訓練が賃金上昇に対して有意に働いていることが示

されている47)。この結果から、1990年代後半以降、厳選された受講者に集中

的に教育訓練が行われ48)、そのことが賃金上昇に繋がっている可能性を示唆

している。

黒澤・大竹・有賀（2007）は、企業内訓練、小規模集団活動、さらには人的

資源管理政策の決定要因を考慮しながら、(32)式の生産関数を推計すること

によって生産性への効果を分析している。

Qj
t = Q(Kj

t , Lj
t , NT j

t , FT j
t , KT j

t , Hj
t , ZQj

t , u
j
Q, ) + εQ

t (32)

ただし、Qj
t、Kj

t、Lj
t、NT j

t、FT j
t、KT j

t、Hj
t、ZQj

t、uj
Q、εQ

t はそれぞれ、

付加価値、資本、労働、、OJT、Off-JT、小規模集団活動、人的資源管理政策、

外生変数ベクトル、事業所固有の誤差項、各時点での誤差項を表している。推

計結果から、Off-JTは生産性に有意にプラスの効果を持つのに対して、OJT

は生産性への効果は有意でないと同時に人的資源管理政策との補完性や代替性

もないとの結果を得ている。また、小規模集団活動は生産性に対して有意な効

果を持つとしている。

47) データは「慶応義塾家計パネル調査」に基づいている。
48) 宮本（2011）においても、近年になるほど、教育訓練は一部のコア人材に対して集中的に行わ

れる選抜教育に向かっているとの指摘がなされている。
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原・小杉・中道（2011）は、平成 16～20年の『賃金構造基本調査』の個票

データを用いて、生産性上昇率に関して、樋口・戸田（2005）と同様の (33)

式を推計している。

∆log(yi,t) = log(yi,t) − log(yi,17) = β∆Xi,t + γTi,17 + ui,t (33)

ただし、∆log(yi,t)は平成 17年度と比べた生産性上昇率、Xi,tは time invariant

な要素、Ti,17 は平成 17年度の教育訓練の受講、ui,t は誤差項を表している49)。

推計結果から、計画的 OJTは長期的に生産性を高める効果を持つが、効果の

大きさは業種や規模によって異なると結論付けている。

また、宮川・西岡・川上・枝村（2011）は、独自のインタビュー調査、人事

部へのアンケートを行い、経済産業省の『企業活動基本調査』及び『情報処理

実態調査』のデータを利用し、(34)式の生産関数を推計している。

log Yi = const. + b1 log MSi + b2 log Ki + b3 log Li + b4Xi (34)

ここで、Y は実質付加価値、MS はインタビュー調査から得られた人的資源管

理に関する経営スコア、K は実質資本ストック、Lは労働投入量、X は様々

なコントロール変数である50)。推計結果から、人的資源管理に関する経営ス

コアは企業の生産性向上と有意に連関し、また、一人当たりの IT 支出や大卒

比率も企業パフォーマンスに貢献していることが明らかになっている。さら

に、人的資源管理システムについては「昇進制度と報酬制度」、「モチベーショ

ン向上の工夫」、「研修による人材育成」の項目での高いスコアと企業パフォー

マンスの向上が有意に連動していることが示されている。特に、「昇進制度と

報酬制度」に関しては、成果主義に加えて目標管理制度を導入することが企業

パフォーマンスの向上に繋がることが明らかにされている。

森川（2018）では、先行研究のサーベイから、わが国においては企業特殊的

49) 実際の推計に当たっては、生産性の変数として事業所総支払賃金、事業所平均時間当たり賃金が
採用されている。

50) このコントロール変数には、『情報処理実態調査』から得られる一人当りの IT 支出額、『企業活
動基本調査』のデータに基づいた外資系企業ダミー、人事部アンケートから得られる大卒比率や
非正規雇用比率等が含まれる。
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人的資本への教育投資は 2008年以降減少傾向にあること51)、Off-JT投資は

生産性を高めているが OJT投資は生産性に寄与していないことが指摘されて

いる52)。その上で、「企業活動基本調査」の 2009～2015年のパネルデータを

用いて、(35)(36)式を推計することによって企業の教育訓練投資の生産性への

寄与について分析が行われている。

log(LP )it = α + β log(Training)it + γ log(Tangible)it

+ δPartit + λjt + ηi + εit (35)

log(Wage)it = α + β log(Training)it + γ log(Tangible)it

+ δPartit + λjt + ηi + εit (36)

ここで、LP は労働生産性、Wageは賃金、Training は従業員一人当たりの

教育訓練ストック、Tangibleは有形固定資産額、Partはパートタイム労働者

比率であり、この他の説明変数として、従業員一人当たりの研究開発ストック、

従業員一人当たりのソフトウェア資産、従業員一人当たりの広告宣伝ストック

が用いられている。

推計結果から、従業員一人当たりの教育訓練ストックが 1%増加すると労

働生産性は製造業で 0.0127%、サービス業で 0.385%上昇し、人的資本投資の

生産性への効果はサービス業の方が大きいことを明らかにしている53)。また、

サービス業に関しては、人的資本と並んで ITストックや広告宣伝ストックな

どの無形資産の蓄積が生産性向上に重要であると指摘している。

小寺・井上（2018）においては、従業員一人当たりの教育訓練費は 1990年

代後半以降低下傾向にあり、他の先進国に比べても低い水準にあるとの指摘が

なされ、その上で、財務省の「法人企業統計調査」のデータを用いて、以下の

(37)式を推計している。

51) 経済産業業省（2017）においても同様の指摘がなされている。
52) 権・金・牧野（2012）は、企業の教育訓練が相対的な労働生産性に及ぼす効果を分析し、一律的な教

育による一般的人的資本（general human capital）よりも企業特殊的人的資本（firm-specific

human capital）への教育訓練の方が生産性への効果は高いとの結論を得ている。
53) 同時に、サービス業での人的資本投資が過小になっている可能性が指摘されている。
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log Yi = αq + βq log Xi + Σδq log Zij + εi (37)

ここで、Yi は労働生産性、Xi は一人当たり人的資本投資額、Zij はコントロー

ル変数であり、資本装備率、正社員比率、従業員規模ダミー、産業ダミー等か

ら構成されている。推計結果から、人的資本投資は労働生産性に対してプラス

に働いており、さらに、従業員が自己啓発を行っている企業では、この生産性

上昇効果が高くなる傾向が見出されている。

以上見てきたように、ほとんどの先行研究から、企業の教育訓練は労働生産

性とプラスの相関があることが示唆されている54)。この関係を確かめるため

に、2016年の欧州諸国のデータを用いて、企業教育訓練と労働生産性の関係

を図示したのが第 9図である55)。

さらに、両者の関係を OLSで推計したのが (38)式である。

時間当たり労働生産性 =

(2.91)

　

24.0 +

(2.79)

　

0.673 ×企業教育訓練への参加率 (38)

R2 = 0.221

第 9図や (38)式からわかるように、欧州諸国のデータで見る限り、企業提供

による教育訓練への参加率と労働生産性の間にはプラスの相関が見出され56)、

わが国の先行研究の成果と整合的である。

54) 企業の人的資本形成に関しては、無形資産投資と関連づけた研究も数多く行なわれている。これ
に関しては、村田（2018、第 3 節）を参照されたい。

55) 対象国は EU 加盟国 24 カ国とトルコである。企業の教育訓練参加率については eurostat の
Non-formal education and training - job-related and sponsored by the employer の
データを、時間当たり労働生産性については、OECD stat. のデータを用いている。

56) 両者の相関係数は 0.504 と求まる。
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第 9 図　企業教育訓練への参加率と労働生産性
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出典：OECD Stat. および Eurostat のデータより筆者が作成　

(2) リカレント教育と労働生産性
次に、リカレント教育に焦点を当てて先行研究を見ていく。

清水・樋口（2008）はMBAでのリカレント教育に絞り賃金等への効果を

分析し、米国では、1980年以降MBA取得が経営の専門家としての事実上の

資格試験として機能し賃金の大幅な上昇に繋がっていると指摘している。それ

に対して、わが国に関しては、「優秀な人材確保」「若年労働者に対するインセ

ンティブ」「昇進の代替」という 3つの目的で企業は社員をMBAに派遣して

いるため、社員の MBA取得後の待遇について考慮する必要がないと分析し

ている57)。しかしながら、近年のわが国のMBA取得後の賃金上昇率は国内

MBAでは 11.1%、海外MBAでは 76.4%と高くなってきている事実も報告さ

れている。

57) 日本企業には、最も重要な 4 つ目の「獲得能力の活用」の視点がないため、MBA 修了者の処
遇がなされていないと指摘されている。
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山田（2017）は、わが国の労働生産性低迷の原因を人材投資との関連で分析

している。まず、アジア通貨危機以降のわが国の労働生産性の伸び率鈍化の原

因を、高等教育機関でのリカレント教育の低迷や非正規雇用比率の上昇等に伴

う労働力の質の低下に求めている58)。同時に、アジア通貨危機以降における

資本装備率の低下も指摘しているが、この資本装備率低下の原因も非正規雇用

の増加にあるとしている59)。さらに、新卒一括採用制度のため、生産性の高い

部門への労働力の移動が円滑に行われていないこともあわせて指摘している。

その上で、労働力の質に関わる高等教育機関でのリカレント教育に焦点を

合わせ、欧州諸国における成人教育参加率や専門技術職比率と時間当たり労働

生産性の間にはプラスの相関関係があることを指摘し60)、わが国においても、

産業界と密接に連携を図った社会人大学院プログラムの拡充の必要性を訴えて

いる。

田中（2017）は、世代重複モデルを用いて、高等教育とリカレント教育の

間の代替・補完関係に注目した理論的な分析を行っている。その前提として、

OECDのデータに基づいて、どの国においても教育水準の高いグループほど

リカレント教育を受ける傾向があるが、他方、国ごとに見た場合、高等教育進

学率とリカレント教育参加率との間には必ずしも正の相関関係が観察されてい

るわけではないと指摘している61)。

田中（2017）では、世代重複モデルを前提とし、生涯の期待効用関数 U(Cy
t , Cm

t+1,

Co
t+2)を (39)式のように仮定している。

U(Cy
t , Cm

t+1, C
o
t+2) = log Cy

t + δ log(1 − λt)

+ β1 log Cm
t+1 + β2(1 − q) log Co

t+2 (39)

ここで、Cy
t、Cm

t+1、Co
t+2 は、それぞれ、t期に生まれた若年世代の t期の消

58) また、企業の Off-JT 投資の減少も労働生産性伸び率鈍化の要因として挙げている。
59) 非正規雇用の増加が資本装備率低下に結びつくメカニズムは次のように考えられている。

　非正規雇用の増加 → 労働コストの低下 → 機械への代替インセンティブが低下
　→ 資本装備率低下

60) 山田（2017、図表 14、17）参照のこと。
61) 田中（2017、pp.55-57）参照のこと。
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費、中年世代の t + 1期の消費、引退世代の t + 2期の消費を表し、βi は割引

因子を表している。また、δ log(1− λt)は t期に生まれた世代が、若年期の総

労働時間の一定割合 λt を高等教育に回した残りの (1− λt)から発生する効用

を表している。また、q は各個人が引退期までに死亡する確率であり、引退期

の期首に生存する確率は (1 − q)と表される。

さらに、若年世代は親世代の人的資本の一定割合 γ を基礎教育として受け

継ぎ、γht の人的資本を有していると仮定されている。さらに、受け継がれた

人的資本 ht は高等教育 λt とリカレント教育 εt+1 の増加関数 φ(λt, εt+1)に

よって増えると仮定されており、人的資本の動学方程式は (40)式で表される。

ht+1 = φ(λt, εt+1)ht (40)

このようなモデルを前提に、死亡確率 q の低下による高齢化が進む場合、リ

カレント教育が高等教育と補完的である場合には人的資本蓄積を促進するが、

両者が代替的である場合、人的資本蓄積を低下させることを理論的に導いてい

る62)。

以下では、山田（2017）が指摘する成人教育参加率と労働生産性の関係を

確認しておこう。第 10図には、EU加盟の 21ヵ国の 25歳～64歳の成人教

育（Formal and Non-formal education and training）への参加率と労働生産

性の関係が図示されている63)。両者の関係を OLSで推計したのが (41)式で

ある。

時間当たり労働生産性 =

(1.73)

　

16.38 +

(3.91)

　

0.769 ×成人教育参加率 (41)

R2 = 0.405

62) 具体的には、φ(λt, εt+1) 関数の形状による分析が行われている。
63) Formal education and training（学校教育）は大学などの教育機関で提供され体系的・計画

的な教育であるが、Non-formal education and training（ノン・フォーマル教育）は学校教
育以外のセミナー、講演会や OJT、Off-JT などを含む多様な教育を意味する。リカレント教
育（成人教育）は、この Formal education and training と Non-formal education and

training の二つから構成されている。
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第 10 図　リカレント教育参加率と労働生産性
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出典：OECD Stat. および Eurostat のデータより筆者が作成　

第 11 図　教育機関でのリカレント教育と労働生産性
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出典：OECD Stat. および Eurostat のデータより筆者が作成　
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さらに、清水・樋口（2008）、田中（2017）の研究成果に基づき64)、Formal

education and training（学校教育）の参加率に絞って労働生産性との関係を

図示したのが第 11図であり、OLSで推計した結果が (42)式である65)。

時間当たり労働生産性 = 36.07

(6.86)

　

+ 2.01

(3.08)

　

×教育機関への成人教育参加率 (42)

R2 = 0.297

4. 理数教育と労働生産性
第 1節でも述べたように、人的資本と経済成長を取り扱った理論モデルは、

人的資本を生産要素として見なすモデルと研究開発等を通じて全要素生産性に

寄与するモデルに分けられる66)。本節では、このうち人的資本と研究開発の

関係、特に理数教育と研究開発、労働生産性の関係について考察する。

(1) 理数教育と研究開発
西村・宮本・八木（2017）は、日本人の特許出願数が 2005年の 53万件を

ピークに減少している原因として、中学時代に「ゆとり教育」を受けた 47歳

以下の世代では、それより上の世代と比べ特許出願数と特許更新数に大きな差

がある点を指摘している67)。特に、中学時代の数学と理科の授業時間数が技

術者の高校時代の物理と数学の得意度合いと相関し、さらに、高校時代の物理

と数学が得意であることが優秀な研究開発者となるための必要条件であるとし

ている。つまり、次式のようなメカニズムの存在を明らかにしている。

言い換えれば、理数教育の軽減化は、若い世代の研究開発者の人的資本蓄積

を停滞させ、わが国の研究開発力を低下させたと指摘している。

64) 清水・樋口（2008）では大学院でのリカレント教育に焦点が当てられ、田中（2017）では高等
教育とリカレント教育の代替・補完関係が問題とされている。

65) EU 加盟の 21 ヵ国のデータに基づいている。
66) 前者は基本的に新古典派成長論であり、後者は内生的成長論である。
67) 他方、Jones（2010）は、近年になるほど知識の蓄積には時間がかかり、研究者が高齢になって

から偉大な発明が生まれる可能性が高まっていると発明の高齢化を指摘している。
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第 12 図　中等教育段階での理数教育と特許出願のメカニズム

中学時代の理数科の授業時間数 → 高校時代の物理と数学の得意度 

→ 優秀な研究開発者数 → 特許出願数と特許更新数

西村・宮本・八木（2017）の特許出願数に関する指摘を確認するため、2001

年以降のわが国の三極特許（Triadic patent families）件数の推移を図示した

のが第 13図である68)。第 13図からわかるように、わが国の三極特許件数は

2004年をピークとして減少している。ただし、この傾向は日本だけでなく、米

国や EU28ヵ国合計の三極特許件数も 2005年を境に減少している69)。

第 13 図　わが国の三極特許件数の推移
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出典：OECD Stat. より筆者が作成　

68) 三極特許とは、欧州特許庁、日本国特許庁、米国特許商標庁の三極特許庁の全てに登録された特
許（Triadic patent families）を意味し、極めて重要度の高い発明と位置づけられている。た
だし、西村・宮本・八木（2017）では、WIPO statistics database の総特許出願件数の数値
を用いている。

69) 米国や EU28 ヵ国合計の三極特許件数の方が日本より急激に減少している。また、三極特許件
数に関しては、2000 年以降、日本が世界で特許件数が最も多い国となっている。
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(2) 理数教育と経済成長
人的資本と経済成長、労働生産性との関係を扱った多くの先行研究では、人

的資本の代理変数として就学年数が採用されてきた。しかしながら、Hanushek

and Wossmann（2008）が指摘するように、ブラジルのアマゾンの村での一年

間の就学とベルギーの一年間の就学とは質が異なる70)。重要なのは、就学年数

で表される教育の量ではなく教育の質である。Hanushek and Kimko（2000）、

Jamison, Jamison, and Hanushek（2007）、Hanushek and Wossmann（2008）

等の一連の研究においては、PISAに代表される国際的学力テストの国別平均

スコアを用いて教育の質と経済成長の関係を分析し、数学（mathematics）や

理科（science）の達成度は単独で経済成長に影響を持つが、読解力（reading）

は単独で経済成長に効果はないことが明らかにされている71)。また、Jamison,

Jamison, and Hanushek（2007）においては、数学能力は生産要素としての人

的資本ではなく、主に技術進歩を速めることによって所得水準を改善すると結

論付けられている。このように、先行研究では国際的学力スコアを用いて教育

の質を測ると、数学や理科の平均スコアが技術進歩を通じて経済成長に有効に

働いているという結果が得られている。

以下では、これらの先行研究の成果を OECD諸国のデータを用いて確かめ

ることにする。その前に、前提となる人的資本を以下のように定義しよう。い

ま、第 i順位の能力（学力スコア）を hi で表し、hi の能力を持っている労働

者数を Li とすると、第 i順位の能力に関する人的資本ストック Hi は

Hi = hiLi (43)

で表される。経済全体の人的資ストック H は

H =

n
X

i=1

Hi (44)

であるので72)、経済全体の平均学力スコア（能力）hA は

70) Hanushek and Wossmann（2008、p.608）参照。
71) また、Murphy , Shleifer and Vidhny（1991）においても、工学専門の大学生の比率が高い

国は経済成長が早く、法学専門の大学生の比率が高い国は経済成長が遅いことが見出されている。
72) ただし。n は学力テスト（能力）の段階区分を示している。
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hA = H/L =

n
X

i=1

hiLi/L (45)

となり、一人当たりの人的資本ストックを表している。さらに、(45)式を (8)

式に代入すると、

∆A/A = λhA (46)

を得る。

次に、Jamison, Jamison, and Hanushek（2007）が指摘したような数学の

学力と技術進歩との関係を見たのが第 14図である73)。ただし、第 14図では、

(46)式に従って、数学の平均学力スコア hA で測られた人的資本の水準が全要

素生産性成長率に影響を与えているかを見ている。また、第 14図では、2003

年の PISAの数学の平均スコアと 2017年の全要素生産性成長率の関係が描か

れている74)。

第 14 図　 PISA 数学スコアと TFP 成長率
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73) OECD 主要 20 か国のデータを用いている。
74) これは、PISA が 15 歳（高校 1 年生）を対象とした学力テストであるため、彼らの学力が労働
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第 14図からわかるように、数学の学力スコアと全要素生産性（TFP）成長

率の間には正の相関が観察され、簡単な OLSで推計した結果が (47)式であ

る75)。

TFP 成長率 = −7.73

(−2.52)

　

+

(2.57)

　

0.0155 × PISA数学スコア (47)

R2 = 0.228

最後に、(3)(46)式で表される、人的資本ストックの代理変数としての数学ス

コア、および数学と理科のスコア合計の平均値と労働生産性成長率との関係を

見てみよう。これを図示したのが第 15図と第 16図である。

第 15 図　 PISA 数学スコアと労働生産性成長率

-1

0

1

2

3

4

5

400 420 440 460 480 500 520 540 560

出典：OECD Stat. より筆者が作成　

生産性に反映されるタイムラグを考慮したためである。Hanushek and Wossmann（2008）
の分析では、1960～2000 年の一人当たり GDP の平均経済成長率を被説明変数とし、教育制
度が不変であることを前提に、説明変数としては、1960 年の一人当たり GDP、国際的な学力
テストの合成指標等が用いられている。

75) 理科のスコアと TFP 成長率の間にも同様の関係が観察される。
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第 16 図　数学と理科のスコアと労働生産性成長率
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また、労働生産性成長率を数学スコア、数学・理科の合計スコアに回帰させ

たのが、それぞれ (48)(49)式である。

労働生産性成長率 = −6.12

(−2.63)

　

+

(3.16)

　

0.0148 × PISA数学スコア (48)

R2 = 0.257

労働生産性成長率 = −6.08

(−2.34)

　+

(2.82)

　

0.00735 × PISA数学・理科の合計スコア (49)

R2 = 0.211

このように、人的資本の代理変数としての数学や理科の学力スコアは労働生産

性成長率の動きをかなり説明していると考えられる。

この結果と西村・宮本・八木（2017）の研究結果と合わせると、第 17図の

ような成長メカニズムを一つの仮説として考えることができる。
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第 17 図　中等教育段階での理数教育と労働生産性成長率のメカニズム

中等教育段階での理数教育 → 理系の高等教育人材 → 理系の研究者

→ R&D → TFP成長率 → 労働生産性成長率

この仮説が正しいとするなら、今後のわが国の労働生産性や経済成長の向上

のためには、高等学校段階での文系と理系の区別をなくして全ての生徒・学生

が数学と理科の学習を行うカリキュラムに変更させていくことが必要と考えら

れる。なぜなら、PISAは 15歳（高校 1年生）での数学と理科の学力を測る

テストであり、わが国はこの時点での数学と理科の学力は国際的に見てトップ

クラスであるが76)、この後、高校 2・3年生の段階で文系と理系に分離され、

これによって、高等教育段階での数学と理科の平均的な学力が低下し、労働生

産性の低下をもたらしていると考えることができるからである。

おわりに
本稿では、人的資本を考慮した生産関数を前提に、2000年代に入って蓄積

されてきたわが国に関する先行研究をサーベイし、さらに、OECD諸国のデー

タ等を用いて人的資本と労働生産性の関係について考察してきた。そこで得ら

れた知見は以下の通りである。

まず、高等教育に関しては、人的資本ストックの代理変数である大学教育修

了者比率が 1%上昇すると、経済成長率が 0.3～0.6%増えことが示された。ま

た、労働生産性の指標である大学院教育の賃金プレミアムについては、20～30

数%との結果となっている。さらに、高等教育に対する政府支出についても、

人口一人当たりの高等教育への政府支出、学生一人当たりの高等教育支出のど

ちらもが労働生産性を高めることが明らかになった。

社会人の人材育成に関しては、ほぼすべての先行研究で企業の教育訓練が労

働生産性を高めることを示唆している。また、リカレント教育については、大

76) PISA の 2015 年調査結果によると、理科（science）のスコアは OECD 加盟国で第 1 位（参
加国 70 ヵ国では第 2 位）、数学（mathematics）のスコアは OECD 加盟国で第 1 位（参加
国 70 ヵ国では第 5 位）である。
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学教育と補完的であるプログラムや教育機関による成人教育への参加率が労働

生産性の上昇には有効であることが明らかとなっている。

最後に、研究開発との関連では、中等教育段階での理数教育が極めて重要

で、数学や理科の学力が、その後の労働生産性の成長率に大きく影響し、早急

に、文系と理系の区別を止めるべきとの結果が得られている。

村田（2018）で指摘したように、IT投資や研究開発における無形資産とし

ての企業特殊的人的資本の重要性をも考えるなら、中等教育、高等教育、社会

人のどの段階においても、理系人材の育成を含め、政府の教育投資がこれまで

以上になされるべきと考える。
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